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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 (百万円未満切捨)

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 49,040 5.7 2,837 △4.8 3,023 △14.2

17年 9月中間期 46,395 △1.5 2,980 △7.3 3,522 △1.3

18年 3月期 102,395 7,900 9,027

中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期 1,877 △8.4 35 38

17年 9月中間期 2,050 △1.1 81 19

18年 3月期 5,104 202 34

(注)①期中平均株式数 18年9月中間期 53,052,320株 17年9月中間期 25,252,344株 18年3月期 25,224,324株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

④平成17年5月20日付をもって株式1株を1.1株、平成18年4月1日付をもって株式1株を2株に分割しております。

　なお、1株当たり中間(当期)純利益は、期首に分割が行われたものとして計算しております。

(2）財政状態  

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 93,881 54,785 58.4 1,029 07

17年9月中間期 93,211 46,139 49.5 1,833 49

18年3月期 93,340 51,278 54.9 1,990 66

(注)①期末発行済株式数 18年9月中間期 53,238,318株 17年9月中間期 25,164,909株 18年3月期 25,759,528株

②期末自己株式数 18年9月中間期  3,346,910株 17年9月中間期  1,136,221株 18年3月期  1,242,200株

２．平成19年 3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 108,200 8,900 5,250

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）98円61銭

３．配当状況

・現金配当  1株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年3月期 － 30.0 30.0

19年3月期（実績） 7.5 －
15.0

19年3月期（予想） － 7.5

※　上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値

と異なる場合があります。



６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 ※２ 16,964 12,176 14,484

２．受取手形 10 1 1

３．売掛金 11,559 11,320 12,586

４．営業貸付金 20,601 21,680 21,337

５．有価証券 ※２ 424 911 205

６．たな卸資産 9,244 9,467 8,827

７．関係会社短期貸付
金

689 96 －

８．その他 2,570 3,599 3,139

貸倒引当金 △1,382 △1,407 △1,280

流動資産合計 60,683 65.1 57,846 61.6 59,301 63.5

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※１

(1）建物 ※２ 8,706 8,257 8,470

(2）土地 ※２ 11,306 11,306 11,306

(3）その他 625 1,964 844

有形固定資産合計 20,638 22.2 21,527 22.9 20,620 22.1

２．無形固定資産 488 452 480

無形固定資産合計 488 0.5 452 0.5 480 0.5

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 ※２ 7,554 9,976 7,963

(2）関係会社長期貸
付金

 3,140 2,266 3,423

(3）その他 ※２ 760 1,977 1,713

貸倒引当金 △53 △167 △163

投資その他の資産
合計

11,401 12.2 14,053 15.0 12,937 13.9

固定資産合計 32,528 34.9 36,034 38.4 34,038 36.5

資産合計 93,211 100.0 93,881 100.0 93,340 100.0

－ 38 －



前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 6,013 5,388 6,614

２．買掛金 8,675 8,412 8,579

３．短期借入金 ※２ 1,904 1,762 1,802

４．1年以内償還予定社
債

5,000 － －

５．1年以内償還予定転
換社債

－ 2,790 2,970

６．未払費用 5,413 6,236 6,269

７．未払法人税等 1,445 1,310 2,061

８．賞与引当金 563 565 517

９．返品調整引当金 117 118 125

10．利息返還損失引当
金

－ 196 95

11．その他 1,130 1,189 1,492

流動負債合計 30,262 32.5 27,968 29.8 30,527 32.7

Ⅱ　固定負債

１．社債 10,000 10,000 10,000

２．転換社債  4,999 － －

３．長期借入金 ※２ 1,041 748 899

４．退職給付引当金 100 108 98

５．役員退職慰労引当
金

236 203 242

６．新株予約権 129 － 119

７．その他 302 65 173

固定負債合計 16,810 18.0 11,127 11.8 11,534 12.4

負債合計 47,072 50.5 39,095 41.6 42,061 45.1

（資本の部）

Ⅰ　資本金 7,199 7.7 － － 8,393 9.0

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 7,595  －  8,789  

２．その他資本剰余金 0  －  0  

資本剰余金合計 7,595 8.2 － － 8,789 9.4

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 188 － 188

２．任意積立金 31,983 － 31,983

３．中間（当期）未処
分利益

2,219 － 5,273

利益剰余金合計 34,391 36.9 － － 37,445 40.1

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

468 0.5 － － 555 0.6

Ⅴ　自己株式 △3,515 △3.8 － － △3,905 △4.2

資本合計 46,139 49.5 － － 51,278 54.9

負債及び資本合計 93,211 100.0 － － 93,340 100.0

－ 39 －



前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本        

１．資本金  － － 10,601 11.3 － －

２．資本剰余金  

(1）資本準備金  － 10,996 －

(2）その他資本剰余
金

 － 0 －

資本剰余金合計  － － 10,997 11.7 － －

３．利益剰余金  

(1）利益準備金  － 188 －

(2）その他利益剰余
金

    

任意積立金  － 35,983 －

繰越利益剰余金  － 2,377 －

利益剰余金合計  － － 38,549 41.1 － －

４．自己株式  － － △5,682 △6.0 － －

株主資本合計  － － 54,465 58.1 － －

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評
価差額金

 － － 210 0.2 － －

２．繰延ヘッジ損益  － － 109 0.1 － －

評価・換算差額等合
計

 － － 320 0.3 － －

純資産合計  － － 54,785 58.4 － －

負債純資産合計  － － 93,881 100.0 － －

－ 40 －



(2) 中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 46,395 100.0 49,040 100.0 102,395 100.0

Ⅱ　売上原価 20,201 43.5 21,437 43.7 44,930 43.9

返品調整引当金戻入
額

134   125   134   

返品調整引当金繰入
額

117 △17 △0.0 118 △7 △0.0 125 △9 △0.0

売上総利益 26,211 56.5 27,610 56.3 57,474 56.1

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

23,230 50.1 24,772 50.5 49,573 48.4

営業利益 2,980 6.4 2,837 5.8 7,900 7.7

Ⅳ　営業外収益 ※１ 746 1.6 478 1.0 1,540 1.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 204 0.4 292 0.6 413 0.4

経常利益 3,522 7.6 3,023 6.2 9,027 8.8

Ⅵ　特別利益 ※３ 18 0.0 120 0.2 31 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４ 116 0.2 6 0.0 461 0.4

税引前中間（当
期）純利益

3,424 7.4 3,138 6.4 8,596 8.4

法人税、住民税及
び事業税

1,420 1,320 3,698

法人税等調整額 △46 1,373 3.0 △58 1,261 2.6 △205 3,492 3.4

中間（当期）純利
益

2,050 4.4 1,877 3.8 5,104 5.0

前期繰越利益 169 － 169

中間（当期）未処
分利益

2,219 － 5,273

－ 41 －



(3) 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計任意積立

金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高

（百万円）
8,393 8,789 0 8,789 188 31,983 5,273 37,445 △3,905 50,722

中間会計期間中の変動額

増資による新株の発行(百万円） 2,117 2,117 － 2,117 － － － － － 4,235

転換社債の転換（百万円） 90 89 － 89 － － － － － 179

自己株式処分差益（百万円） － － 0 0 － － － － － 0

剰余金の配当（百万円） － － － － － － △772 △772 － △772

任意積立金の積立（百万円） － － － － － 4,000 △4,000 － － －

中間純利益（百万円） － － － － － － 1,877 1,877 － 1,877

自己株式の取得（百万円） － － － － － － － － △1,777 △1,777

自己株式の売却（百万円） － － － － － － － － 0 0

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額）

（百万円）

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
2,208 2,207 0 2,207 － 4,000 △2,895 1,104 △1,777 3,743

平成18年９月30日　残高

（百万円）
10,601 10,996 0 10,997 188 35,983 2,377 38,549 △5,682 54,465

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高

（百万円）
555 － 555 119 51,398

中間会計期間中の変動額

増資による新株の発行（百万円） － － － － 4,235

転換社債の転換（百万円） － － － － 179

自己株式処分差益（百万円) － － － － 0

剰余金の配当（百万円） － － － － △772

任意積立金の積立（百万円） － － － － －

中間純利益（百万円） － － － － 1,877

自己株式の取得（百万円） － － － － △1,777

自己株式の売却（百万円） － － － － －

株主資本以外の項目の中間会計期

間中の変動額（純額）

（百万円）

△345 109 △235 △119 △355

中間会計期間中の変動額合計

（百万円）
△345 109 △235 △119 3,387

平成18年９月30日　残高

（百万円）
210 109 320 － 54,785

－ 42 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

　中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

　中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組

合及びこれに類する組合への

出資（証券取引法第2条第2項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額の損

益を取り込む方法によってお

ります。

時価のないもの

       同左

 

時価のないもの

同左

(2）デリバティブ

時価法

(2）デリバティブ

同左

(2）デリバティブ

同左

(3）たな卸資産

商品

移動平均法による低価法

貯蔵品

最終仕入原価法

(3）たな卸資産

商品

同左

貯蔵品

同左

(3）たな卸資産

商品

同左

貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については定額法

を採用しております。

(1）有形固定資産

同左

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

－ 43 －



項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３．繰延資産の処理方法  社債発行費

　支出時に全額費用として処理

しております。

　      ───── 社債発行費

 支出時に全額費用として処理

しております。

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

(3）返品調整引当金

　中間期末日後の返品による損

失に備えるため、過去の返品実

績率等による返品見込額に対す

る売上総利益相当額を計上して

おります。

(3）返品調整引当金

同左

(3）返品調整引当金

　期末日後の返品による損失に

備えるため、過去の返品実績率

等により、返品見込額に対する

売上総利益相当額を計上してお

ります。

 ───── 

 

(4）利息返還損失引当金

　利息制限法の上限金利を超過

する貸付金利息部分の顧客から

の返還請求に備えるため、当中

間会計期間末における将来の返

還請求発生見込額を計上してお

ります。

（追加情報）

  日本公認会計士協会より「消

費者金融会社等の利息返還請求

による損失に係わる引当金の計

上に関する監査上の取り扱い」

（日本公認会計士協会業種別委

員会報告第37号　平成18年10月

13日）が公表されたことを踏ま

え、当中間会計期間末より利息

返還損失引当金の見積もり方法

を見直しております。

　この結果、従来の会計処理に

比べ、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益がそれぞれ85

百万円減少しております。

(4）利息返還損失引当金

　利息制限法の上限金利を超過

する貸付金利息部分の顧客から

の返還請求に備えるため、当事

業年度末における将来の返還請

求発生見込額を計上しておりま

す。

（追加情報）

  利息返還損失引当金は、平成

18年１月13日及び１月19日に

「貸金業の規制等に関する法

律」第43条・みなし弁済規定の

適用に係る最高裁判決が出され

たことに伴い、顧客からの利息

制限法の上限金利を超過して支

払った利息の返還請求額の重要

性が増してきたため、当事業年

度より計上することといたしま

した。 

　この結果、従来の方法と比較

して営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益が95百万円減少

しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生事業年度か

ら費用処理しております。

(5）退職給付引当金

同左

(5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生事業年度か

ら費用処理しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。

(6）役員退職慰労引当金

同左

(6）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっており

ます。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約取引

通貨スワップ取引

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

同左

ヘッジ対象

外貨建予定取引

ヘッジ対象

同左

ヘッジ対象

同左

(3）ヘッジ方針

　外貨建予定取引の為替変動リ

スクを回避する目的で為替予約

取引及び通貨スワップ取引を

行っております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

(4）ヘッジ有効性の評価の方法

　ヘッジに高い有効性があると

みなされるため、有効性の評価

は省略しております。

(4）ヘッジ有効性の評価の方法

同左

(4）ヘッジ有効性の評価の方法

同左

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月31

日企業会計基準適用指針第６号)を当

事業年度から適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法と比較

して税引前中間純利益が42百万円減少

しております。

 

───── 

  ─────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日)を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、54,676百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

(固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月31

日企業会計基準適用指針第６号)を当

事業年度から適用しております。

 この変更に伴い、従来の方法と比較

して税引前当期純利益が42百万円減少

しております。

 

 ───── 
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表示方法の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

「証券取引法等の一部を改正する法

律」（平成16年法律第97号）が平成16

年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となること及び「金融商

品会計に関する実務指針」（会計制度

委員会報告第14号）が平成17年２月15

日付で改正されたことに伴い、当中間

会計期間から投資事業有限責任組合及

びこれに類する組合への出資（証券取

引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を投資有価証券として

表示する方法に変更しました。

　なお、当中間会計期間末の「投資有

価証券」に含まれる当該出資の額は

1,868百万円であり、前中間会計期間

末における固定資産「出資金」に含ま

れている当該出資の額は1,517百万円

であります。

  ─────   ─────
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（注記事項）

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却

累計額

6,778百万円 7,186百万円 7,007百万円

※２　担保資産 （担保に供している資産） （担保に供している資産） （担保に供している資産）

百万円
建物 6,430

土地 7,532

計 13,963

百万円
建物 6,084

土地 7,532

計 13,616

百万円
建物 6,233

土地 7,532

計 13,765

（上記に対応する債務）

短期借入金 870

長期借入金
（１年内返済予定額を
含む）

1,372

計 2,242

（上記に対応する債務）

短期借入金 870

長期借入金
（１年内返済予定額を
含む）

993

計 1,863

（上記に対応する債務）

短期借入金 870

長期借入金
（１年内返済予定額を
含む）

1,165

計 2,035

　上記のほか、「有価証券」225

百万円、「投資有価証券」692百

万円をデリバティブ取引の担保に

供しております。

　上記の他デリバティブ取引の担

保として「有価証券」605百万円

「投資有価証券」114百万円、投資

その他の資産「その他」233百万円

を担保に供しております。

　また、入札取引の担保として「現

金及び預金」1,400百万円を担保に

供しております。

　上記の他デリバティブ取引の担

保として「投資有価証券」711百

万円、投資その他の資産「その

他」233百万円を担保に供してお

ります。

３　保証債務 　次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務等に対し債務

保証を行っております。

　次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務等に対し債務

保証を行っております。

　次の関係会社について金融機関か

らの借入及び仕入債務等に対し債務

保証を行っております。

保証先
金額

（百万円）

㈱エルドラド
（借入）

2,760

フレンドリー㈱
（仕入債務）
（未払費用）

 
128
33

㈱サンステージ・
ファイナンス
（借入）

4,060

㈱グランベル・
ティーヴィー
（リース債務）

69

計 7,050

保証先
金額

（百万円）

㈱エルドラド
（借入）

3,444

フレンドリー㈱
（仕入債務）
（未払費用）

 
166
43

㈱サンステージ・
ファイナンス
（借入）

16,959

㈱グランベル・
ティーヴィー
（リース債務）

51

計 20,666

保証先
金額

（百万円）

㈱エルドラド
（借入）

3,566

フレンドリー㈱
（仕入債務）
（その他）

 
298
43

㈱サンステージ・
ファイナンス
（借入）

11,078

㈱グランベル・
ティーヴィー
（リース債務）

60

計 15,048

４　コミットメントライン 　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コ

ミットメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミットメン
トの総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コ

ミットメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当中間

会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。

貸出コミットメン
トの総額

 3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000

　当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と貸出コ

ミットメントライン契約を締結して

おります。この契約に基づく当事業

年度末の借入未実行残高は次のとお

りであります。

貸出コミットメント
の総額

3,000百万円

借入実行残高 －

差引額 3,000
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　（当中間期中の発行済株式数の増加）

 発行形態 発行株式数 (株) 発行価格 (円) 資本組入金 (百万円)

前中間会計期間
株式分割（1：1.1） 2,389,438 － －

新株予約権行使 17,307 4,140.00 29

当中間会計期間

株式分割（1：2） 27,001,728 － －

　　新株予約権行使 2,476,066 4,140.00 2,117

転換社債の転換 105,706 1,702.80 90

 前 事 業 年 度

株式分割（1：1.1） 2,389,438  　　－ － 

新株予約権行使 122,115 4,140.00 209

転換社債の転換 595,790 3,405.50 1,014

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益のうち主なもの ※１　営業外収益のうち主なもの ※１　営業外収益のうち主なもの

受取利息 56百万円

有価証券利息 42

受取配当金 94

有価証券売却益 70

受取賃貸料 83

受取補償金 33

通貨スワップ・オプ

ション評価益
156

受取利息 56百万円

有価証券利息 22

受取配当金 48

有価証券売却益 44

受取賃貸料 84

受取補償金 32

受取手数料 67

受取利息 128百万円

有価証券利息 104

受取配当金 213

有価証券売却益 301

受取賃貸料 171

受取補償金 63

※２　営業外費用のうち主なもの ※２　営業外費用のうち主なもの ※２　営業外費用のうち主なもの

支払利息 22百万円

社債利息 59

社債発行費 46

支払利息 18百万円

社債利息 50

支払保証料 48

支払利息 42百万円

社債利息 133

社債発行費 46

※３　特別利益のうち主なもの ※３　特別利益のうち主なもの ※３　特別利益のうち主なもの

償却債権取立益 18百万円 償却債権取立益 15百万円

投資有価証券売却益 100

新株予約権戻入益 5

償却債権取立益 31百万円

※４　特別損失のうち主なもの ※４　特別損失のうち主なもの ※４　特別損失のうち主なもの

貸倒損失 68百万円

減損損失 42

　当社は、事業の種類別セグメント並びに

物理的な資産区分を基礎としてグルーピン

グしておりますが、賃貸用資産と遊休資産

については物件毎に一つの資産グループと

しております。下記資産については、遊休

状態にあり、今後も使用の目処が立ってい

ないため、当中間会計期間において、帳簿

価格を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、固定資産税評価

額を基礎に算定しております。

場所 用途 種類

栃木県那須町 遊休資産 建設仮勘定

固定資産除却損 6百万円 固定資産除却損 6百万円

投資有価証券評価損 34 

関係会社株式評価損 199

貸倒損失 68

貸倒引当金繰入額 109

減損損失 42

　当社は、事業の種類別セグメント並びに

物理的な資産区分を基礎としてグルーピン

グしておりますが、賃貸用資産と遊休資産

については物件毎に一つの資産グループと

しております。下記資産については、遊休

状態にあり、今後も使用の目処が立ってい

ないため、当事業年度において、帳簿価格

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上しておりま

す。なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、固定資産税評価額を

基礎に算定しております。

場所 用途 種類

栃木県那須町 遊休資産 建設仮勘定

 

５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額

有形固定資産 289百万円

無形固定資産 59

有形固定資産 263百万円

無形固定資産 62

有形固定資産 582百万円

無形固定資産 109
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　（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

自己株式

普通株式 （注）１・２ 1,242,200 2,104,804 94 3,346,910

合計 1,242,200 2,104,804 94 3,346,910

 (注)1. 普通株式の自己株式の株式数の増加2,104,804株は、株式分割(平成18年４月１日付、株式１株を２株に分割に

よる増加1,242,200株、自己株式の市場買付による増加861,450株、単元未満株式の買取による増加1,154株であ

ります。

 　　2. 普通株式の自己株式の株式数の減少94株は、単元未満株式の売却によるものであります。

　（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産
その他

4,207 2,365 1,842

無形固定資産 1,717 819 897

合計 5,924 3,184 2,739

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

中間期
末残高
相当額
(百万円)

有形固定資産
その他

3,194 1,854 1,340

無形固定資産 1,498 810 687

合計 4,693 2,665 2,027

取得価
額相当
額
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額
(百万円)

期末残
高相当
額
(百万円)

有形固定資産
その他

4,090 2,479 1,610

無形固定資産 1,472 722 749

合計 5,563 3,202 2,360

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,048百万円

１年超 1,886百万円

合計 2,935百万円

１年内 841百万円

１年超 1,334百万円

合計 2,176百万円

１年内 974百万円

１年超 1,588百万円

合計 2,563百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 598百万円

減価償却費相当額 550百万円

支払利息相当額 39百万円

支払リース料 571百万円

減価償却費相当額 485百万円

支払利息相当額 30百万円

支払リース料 1,186百万円

減価償却費相当額 1,107百万円

支払利息相当額 75百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については利息法によって

おります。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左
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　（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

　（１株当たり情報遡及数値）

　個別中間財務諸表の概要に記載されている１株当たり指標を平成18年９月の中間期の数値を基準として、これまでに実

施した株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと、以下のとおりとなります。

平成19年３月期 平成18年３月期

中間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり中間(当期)純利益 35 38 40 60 101 17

１株当たり配当金 7 50 0 00 15 00

１株当たり純資産 1,029 07 916 74 995 33

　（注）　平成19年３月期に株式分割を実施

効力発生日　平成18年４月１日に１：２の株式分割

 

 (参考)遡及修正前の１株当たり指標

平成19年３月期 平成18年３月期

中間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり中間(当期)純利益 35 38 81 19 202 34

１株当たり配当金 7 50 0 00 30 00

１株当たり純資産 1,029 07 1,833 49 1,990 66
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（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 平成17年12月15日開催の取締役

会において、次のように株式分

割による新株式の発行を決議し

ております。

 １．流動性の向上と、１株当たりの投

資金額を引き下げ個人投資家の拡

大を目的とし、平成18年４月１日

付をもって普通株式１株につき２

株に分割(株券交付日平成18年５月

19日)します。

 （1）分割により増加する株式数

 　普通株式　平成18年３月31日最終

の発行済株式総数と同株式数。

 （2）分割方法

 平成18年３月31日最終株主名簿

及び実質株主名簿に記載された

株主の所有株式数を、１株につ

き２株の割合で分割します。

 ２．配当起算日

　　　平成18年４月１日

 当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度及

び、前中間会計期間における１株

当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。

 ─────  平成17年12月15日開催の取締役会の決

議に基づき、次のように株式分割によ

る新株式を発行しております。

 １．平成18年４月１日付をもって普通

株式１株につき２株に分割しまし

た。

 （1）分割により増加する株式数

 　普通株式　　　　 27,001,728株

 （2）分割方法

 平成18年３月31日最終株主名簿及

び実質株主名簿に記載された株主の

所有株式数を、１株につき２株の割

合で分割しました。

２．配当起算日

　　平成18年４月１日

 当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前期における１

株当たり情報及び当期首に行われ

たと仮定した場合の当期における

１株当たり情報は、それぞれ以下

のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産
額
     886円69銭

１株当たり純資産
額

   995円33銭

１株当たり当期純
利益

  101円02銭

１株当たり当期純
利益

 101円17銭

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益

 95円43銭

潜在株式調整後１
株当たり当期純利
益

 95円19銭

前中間会計期
間

当中間会計期
間

前事業年度

１株当たり純資
産額
  825円28銭

１株当たり純資
産額

916円74銭

１株当たり純資
産額
  886円69銭

１株当たり中間
純利益

  40円81銭

１株当たり中間
純利益

  40円60銭

１株当たり当期
純利益
  101円02銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益

  38円51銭

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益

  38円42銭

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

  95円43銭

７．役員の異動
　平成18年６月29日の株主総会において、島野　武夫（資金部長）が取締役に新規就任しております。また平成18年９

月30日をもって、大橋　幸夫(ファイナンス事業部、ノーティス顧問）は取締役を退任しております。
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